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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

回次 第32期中 第33期中 第34期中 第32期 第33期 

会計期間 

自平成16年 
３月21日 
至平成16年 
９月20日 

自平成17年
３月21日 
至平成17年 
９月20日 

自平成18年
３月21日 
至平成18年 
９月20日 

自平成16年
３月21日 
至平成17年 
３月20日 

自平成17年 
３月21日 
至平成18年 
３月20日 

売上高（百万円） 4,302 4,100 5,427 9,267 9,905

経常利益（百万円） 81 27 236 413 543

中間（当期）純利益（百万円） 18 13 103 193 280

純資産額（百万円） 6,987 7,066 7,253 7,164 7,281

総資産額（百万円） 10,549 10,294 10,781 11,210 11,378

１株当たり純資産額（円） 363.64 368.66 379.80 372.57 380.70

１株当たり中間（当期）純利（円） 0.94 0.68 5.42 9.68 14.08

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 66.2 68.6 67.3 63.9 64.0

営業活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

396 △851 △250 68 △115

投資活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

△104 △63 △72 △132 △675

財務活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

△298 △109 △115 △300 △134

現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高（百万円） 

3,806 2,490 2,150 3,459 2,587

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］（人） 

168 
[27]

172
[37]

180
[38]

167 
[27]

174
[35]



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

回次 第32期中 第33期中 第34期中 第32期 第33期 

会計期間 

自平成16年 
３月21日 
至平成16年 
９月20日 

自平成17年
３月21日 
至平成17年 
９月20日 

自平成18年
３月21日 
至平成18年 
９月20日 

自平成16年
３月21日 
至平成17年 
３月20日 

自平成17年 
３月21日 
至平成18年 
３月20日 

売上高（百万円） 4,243 3,967 5,297 9,153 9,621

経常利益（百万円） 88 33 206 420 527

中間（当期）純利益（百万円） 26 17 84 197 273

資本金（百万円） 5,008 5,008 5,008 5,008 5,008

発行済株式総数（千株） 19,730 19,730 19,730 19,730 19,730

純資産額（百万円） 7,027 7,111 7,264 7,202 7,312

総資産額（百万円） 10,582 10,287 10,784 11,236 11,358

１株当たり純資産額（円） 365.74 370.98 380.39 374.57 382.30

１株当たり中間（当期）純利（円） 1.39 0.91 4.44 9.91 13.71

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益（円） 

－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － 5.00 6.00

自己資本比率（％） 66.4 69.1 67.4 64.1 64.4

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］（人） 

166 
[27]

165
[25]

173
[24]

165 
[27]

167
[24]



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。 

  

３【関係会社の状況】 

 重要な異動はありません。 

    

４【従業員の状況】 

 事業の種類別セグメント情報を開示していないので、事業部門等に関連付けて記載しております。 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者（パートタイマ）の当中間連結会計期間の平均人員は38人です。 

  

(2)提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者（パートタイマ）数は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しており

ます。 

  

(3）労働組合の状況 

 当社労働組合は、昭和63年７月15日付をもって安川電機労働組合から分離独立し、ワイ・イー・データ労働組合として単一

組合を結成しました。 

 平成18年９月20日現在の当社の組合員数は127名で、嘱託及びパートタイマの労働組合は結成されておりません。 

  

  

  平成18年９月20日現在

部   門 従業員数（人）

マルチメディア機器   42

マーキングシステム   51

データ復旧サービス   18

そ   の   他   69

合  計  180

  平成18年９月20日現在

従業員数（人） 173 (24)



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間の世界経済は、原油価格高騰などの懸念材料はあったものの総じて堅調に推移しました。また、国内経済

も企業収益の改善を背景に設備投資が好調に推移し、雇用環境も改善するなど、景気は回復基調を維持しました。 

 このような経営環境のなかで、マルチメディア機器事業ではシリコンメディア製品が半期ベースではじめてFDDを上回ったのを

はじめ、マーキングシステム事業、データ復旧サービス事業とも前年同期比で堅調に推移し、売上高５４億２７百万円（前年同

期比32.4%増）、経常利益２億３６百万円（前年同期比758.6%増）、中間純利益１億３百万円（前年同期比691.2%増）と成果をあ

げることができました。 

   事業部門別の営業の状況は、つぎのとおりです。 

  ［マルチメディア機器事業］ 

   マルチメディア機器につきましては、ＦＤＤ市場の縮小が続くなか次世代のＰＣカード規格に対応した「エクスプレスカード

リーダ」、「フォトキオスク端末用カードリーダ」をはじめとするシリコンメディア製品の拡販を図った結果、当部門の売上高

は３０億２３百万円（前年同期比26.1%増）となりました。 

  ［マーキングシステム事業］ 

   レーザマーキングシステムにつきましては、液晶市場の設備投資の一部延伸等もありましたが、当部門の売上高は１６億３百

万円（前年同期比53.0%増）となりました。 

  ［データ復旧サービス事業］ 

   データ復旧サービスにつきましては、引き続きウェブサイトをはじめとする各種メディアへのＰＲ活動やサービスパートナー

網の拡大や顧客満足度（ＣＳ）の向上に努めた結果、当部門の売上高は４億７０百万円（前年同期比20.8%増）となりました。 

  ［その他］ 

   ㈱安川電機殿向けのエンコーダの売上が増加した結果、当部門の売上高は３億２９百万円（前年同期比24.9%増）となりまし

た。 

  

(2)キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前中間連結会計期間末に比べ３億４０百万円減少し２１億５０百万

円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローは、つぎのとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益２億１３百万円を計上したものの、仕入債務の支払が売上

債権の回収に先行して行われたこと及び法人税等の支払により２億５０百万円の減少（前年同期比70.6%減）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に固定資産の取得により７２百万円の減少（前年同期比14.1%増）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

    財務活動によるキャッシュ・フローは１億１５百万円の減少（前年同期比5.6%増）で、配当金の支払等によるものです。 

   

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を部門別に示すとつぎのとおりです。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

部門 
当中間連結会計期間

（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

前年同期比（％） 

マルチメディア機器（百万円） 2,360 105.2 

マーキングシステム（百万円） 1,271 138.0 

データ復旧サービス（百万円） － － 

その他（百万円） 268 156.2 

合計（百万円） 3,900 116.9 



  

(2）受注実績 

 見込生産を行っているため、該当事項はありません。 

  

(3）販売実績 

 販売実績を部門別に示すとつぎのとおりです。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前中間連結会計期間および当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割

合はつぎのとおりです。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

部門 
当中間連結会計期間

（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

前年同期比（％） 

マルチメディア機器（百万円） 3,023 126.1 

マーキングシステム（百万円） 1,603 153.0 

データ復旧サービス（百万円） 470 120.8 

その他（百万円） 329 124.9 

合計（百万円） 5,427 132.4 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

東レエンジニアリング㈱ 606 14.8 892 16.4 

富士通㈱ － － 615 11.3 



５【研究開発活動】 

 当社グループは情報関連製品・サービス事業の急速な技術革新に対処するため、幅広い研究開発活動を行っております。 

 研究開発部門では、新製品の商品化研究および改良研究を行っております。 

 当中間連結会計期間の研究開発活動は、つぎのとおりです。 

 マルチメディア機器部門においては、パソコンや外付けのハードディスクなどの間を高速無線通信で接続する「ワイヤレスハ

ブ」をはじめとするパソコン・デジタルカメラ周辺のマルチメディア機器の新製品および電子機器受託設計・試作・生産の新

サービスの開発に取り組んでおります。 

 マーキングシステム部門では、レーザマーキングシステム、二次元コード認識装置の新製品の開発に取り組んでおります。 

 その他の部門では、データ復旧サービスの強化、コンピュータ・フォレンジクスサービス（監査・情報漏洩・訴訟維持に伴う

情報検索支援サービス）の立上げに取り組んでいます。また、エンコーダの生産・品質保証体制の安定に取り組んでおります。 

 さらに、新規事業のミラモーション（マーキングシステムで培った技術を利用したコンポーネントの販売）およびストレージ

事業についても開発・立上げに取り組んでいます。 

 なお、当中間連結会計期間における研究開発費の総額は３億６１百万円となっております。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に実施中または計画中であった設備の新設、重要な拡充若しくは改修のう

ち、当中間連結会計期間中に金額を変更したものおよび完成したものは、つぎのとおりです。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

事業所 設備の内容 
当初予算額
（百万円） 

変更後予算額
（百万円） 

当中間連結会計
期間中投資金額 
（百万円） 

完了予定年月 

本社・工場 

マルチメディア機器製造・
開発用設備の充実 

67 64 8 平成19年３月 

マーキングシステム製造・
開発用設備の充実 

57 68 11 平成19年３月 

データ復旧サービス情報関
連設備の充実 

84 195 53 平成19年３月 

その他 151 115 25 平成19年３月 

合  計 360 442 97 － 



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 36,000,000 

計 36,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月20日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成18年12月１日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 19,730,959 19,730,959
株式会社東京証券取引所
市場第２部 

－ 

計 19,730,959 19,730,959 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年３月21日～ 
平成18年９月20日 

－ 19,730,959 － 5,008 － 522



(4）【大株主の状況】 

 （注）当社自己株式632千株は、上記の表より除いております。 

  

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権の数3個）含まれています。 

    ２．「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式669株が含まれています。 

  平成18年９月20日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社安川電機 北九州市八幡西区黒崎城石2-1 11,269 57.12 

清水  済 東京都板橋区 160 0.81 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 139 0.71 

秋山 華恵 静岡県熱海市 130 0.66 

ワイ・イー・データ従業員持株会 埼玉県入間市新光182 127 0.65 

株式会社ユーピー 山口県宇部市西平原3-2-22 103 0.52 

安川エンジニアリング株式会社 北九州市小倉北区米町1-2-26 101 0.51 

荒川 康秀 静岡県富士市 72 0.36 

生駒 弘美 奈良県大和高田市 67 0.34 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内1-2-1 63 0.32 

計 － 12,232 62.00 

  平成18年９月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  632,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,916,000  18,916 － 

単元未満株式 普通株式  182,959 － １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 19,730,959 － － 

総株主の議決権 － 18,916 － 



②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所第２部におけるものです。 

  

３【役員の状況】 

 該当事項はありません。 

  

    平成18年９月20日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ワイ・イ
ー・データ 

埼玉県入間市新光
182 

632,000 － 632,000 3.20 

計 － 632,000 － 632,000 3.20 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 473 494 419 435 421 411 

最低（円） 370 403 360 361 372 385 



第５【経理の状況】 
  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（自平成17年３月21日 至平成17年９月20日）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づき、当

中間連結会計期間（自平成18年３月21日 至平成18年９月20日）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。 

 ただし、前中間連結会計期間（自平成17年３月21日 至平成17年９月20日）については、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改

正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（自平成17年３月21日 至平成17年９月20日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会

計期間（自平成18年３月21日 至平成18年９月20日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（自平成17年３月21日 至平成17年９月20日）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前

の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（自平成17年３月21日 至平成17年９月20日）及び当中

間連結会計期間（自平成18年３月21日 至平成18年９月20日）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（自平成17年３月21日

至平成17年９月20日）及び当中間会計期間（自平成18年３月21日 至平成18年９月20日）の中間財務諸表について、新日本監査

法人により中間監査を受けております。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月20日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金    990 950  1,087 

２．預け金 ※１  1,500 1,200  1,500 

３．受取手形及び売掛
金 

   4,887 5,007  5,124 

４．たな卸資産    942 1,071  1,127 

５．繰延税金資産    87 106  130 

６．その他    93 103  67 

貸倒引当金    △3 △3  △3 

流動資産合計    8,498 82.6 8,435 78.2  9,034 79.4

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産       

(1) 建物 ※２ 311  334 345  

(2) 土地   130  130 130  

(3) その他 ※２ 244 685 276 740 256 732 

２．無形固定資産    28 30  26 

３．投資その他の資産       

(1) 投資有価証券   168  639 650  

(2) 繰延税金資産   507  560 545  

(3) その他   405 1,081 376 1,575 389 1,585 

固定資産合計    1,795 17.4 2,346 21.8  2,344 20.6

資産合計    10,294 100.0 10,781 100.0  11,378 100.0

        



  

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月20日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形及び買掛
金 

   1,376 1,523  1,936 

２．未払費用    449 495  499 

３．その他    83 169  330 

流動負債合計    1,910 18.6 2,188 20.3  2,766 24.3

Ⅱ 固定負債       

１．退職給付引当金    1,279 1,289  1,289 

２．役員退職慰労引当
金 

   37 50  41 

固定負債合計    1,317 12.8 1,339 12.4  1,330 11.7

負債合計    3,227 31.4 3,528 32.7  4,097 36.0

        

（少数株主持分）       

少数株主持分    － － － －  － －

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    5,008 48.6 － －  5,008 44.0

Ⅱ 資本剰余金    522 5.1 － －  522 4.6

Ⅲ 利益剰余金    1,667 16.2 － －  1,934 17.0

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   9 0.1 － －  △20 △0.2

Ⅴ 為替換算調整勘定    △5 △0.1 － －  △2 △0.0

Ⅵ 自己株式    △135 △1.3 － －  △160 △1.4

資本合計    7,066 68.6 － －  7,281 64.0

負債、少数株主持分
及び資本合計 

   10,294 100.0 － －  11,378 100.0

              



  

  

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月20日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１ 資本金    － － 5,008 46.5  － －

２ 資本剰余金    － － 522 4.8  － －

３ 利益剰余金    － － 1,913 17.7  － －

４ 自己株式    － － △161 △1.5  － －

株主資本合計    － － 7,282 67.5  － －

Ⅱ 評価・換算差額等       

１ その他有価証券評
価差額金 

   － － △27 △0.2  － －

２ 為替換算調整勘定    － － △2 △0.0  － －

評価・換算差額等合
計 

   － － △29 △0.2  － －

Ⅲ 少数株主持分    － － － －  － －

純資産合計    － － 7,253 67.3  － －

負債純資産合計    － － 10,781 100.0  － －

        



②【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    4,100 100.0 5,427 100.0  9,905 100.0

Ⅱ 売上原価    3,396 82.8 4,488 82.7  7,933 80.1

売上総利益    703 17.2 939 17.3  1,972 19.9

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  683 16.7 738 13.6  1,455 14.7

営業利益    20 0.5 200 3.7  517 5.2

Ⅳ 営業外収益       

１．受取配当金   1  3 2  

２．有価証券利息   －  11 －  

３．受取保険金   －  11 －  

４．補償金収入   －  3 －  

５．為替差益   0  3 8  

６．販売権実施料収入   3  3 8  

７．その他   2 7 0.2 2 39 0.7 7 27 0.3

Ⅴ 営業外費用       

 １．支払利息   0  1 0  

２．その他   0 0 0.0 1 3 0.0 0 0 0.0

経常利益    27 0.7 236 4.4  543 5.5

Ⅵ 特別利益       

１．補償金収入   25  － 25  

２．その他   0 25 0.6 － － － 0 25 0.3

Ⅶ 特別損失       

１．退職給付会計基準
変更時差異 

  26  － 52  

２．たな卸資産廃棄損   －  21 23  

３．支店閉鎖損   －  － 10  

４．その他   2 28 0.7 1 22 0.5 2 87 0.9

税金等調整前中間
（当期）純利益 

   24 0.6 213 3.9  481 4.9

法人税、住民税 
及び事業税 

  17  72 264  

過年度法人税、 
住民税及び事業税 

  －  23 －  

法人税等調整額   △6 11 0.3 14 110 2.0 △63 201 2.1

中間（当期）純利
益 

   13 0.3 103 1.9  280 2.8

        



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

  

    
前中間連結会計期間

（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日）

前連結会計年度の
連結剰余金計算書 

（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円）

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高    522 522

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

   522 522

     

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高    1,762 1,762

Ⅱ 利益剰余金増加高    

１．中間（当期）純利益   13 13 280 280

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１．配当金   96 96

２．役員賞与   7 7

３．連結子会社の増加に
伴う利益剰余金減少
高 

  4 108 4 108

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

   1,667 1,934

     



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自平成18年3月21日 至平成18年9月20日） 

  

(注) 平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年3月20日 残高 
（百万円） 

5,008 522 1,934 △160 7,305

中間連結会計期間中の変動額   

剰余金の配当 (注) － － △114 － △114

役員賞与の支給 (注) － － △10 － △10

中間純利益 － － 103 － 103

自己株式の取得 － － － △1 △1

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

－ － － － －

中間連結会計期間中の変動額 
合計（百万円） 

－ － △21 △1 △22

平成18年9月20日 残高 
（百万円） 

5,008 522 1,913 △161 7,282

  
評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証 
券評価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年3月20日 残高 
（百万円） 

△20 △2 △23 － 7,281

中間連結会計期間中の変動額   

剰余金の配当 (注) － － － － △114

役員賞与の支給 (注) － － － － △10

中間純利益 － － － － 103

自己株式の取得 － － － － △1

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△6 0 △6 － △6

中間連結会計期間中の変動額 
合計（百万円） 

△6 0 △6 － △28

平成18年9月20日 残高 
（百万円） 

△27 △2 △29 － 7,253



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間

（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日）

当中間連結会計期間
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  24 213 481 

減価償却費   44 48 90 

貸倒引当金 
増加額（△減少額） 

  △0 0 △0 

退職給付引当金 
増加額（△減少額） 

  42 0 51 

役員退職慰労引当金
増加額（△減少額） 

  △68 8 △64 

受取利息及び 
受取配当金 

  △2 △15 △9 

支払利息   0 1 0 

有形固定資産除却損   0 0 0 

有形固定資産売却損  0 － 0 

有価証券償還益  △0 － △0 

売上債権 
減少額（△増加額） 

  203 116 △33 

たな卸資産 
減少額（△増加額） 

  △209 55 △394 

仕入債務 
増加額（△減少額） 

  △725 △409 △170 

未払費用 
増加額（△減少額） 

  △24 4 25 

役員賞与支払額   △7 △10 △7 

その他   △82 △1 △12 

小計   △805 7 △41 

利息及び配当金 
受取額 

  2 15 9 

利息支払額   △0 △1 △0 

法人税等支払額   △48 △271 △83 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  △851 △250 △115 



  

  

  次へ 

    
前中間連結会計期間

（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日）

当中間連結会計期間
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

有価証券償還 
による収入 

  10 － 10 

有形固定資産取得 
による支出 

  △65 △50 △132 

有形固定資産売却 
による収入 

  1 － 1 

無形固定資産取得 
による支出 

  △9 △22 △22 

非連結子会社設立 
による支出 

  － － △31 

投資有価証券取得 
による支出 

  △0 △0 △500 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △63 △72 △675 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

配当金支払額   △96 △114 △96 

自己株式取得 
による支出 

  △13 △1 △37 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  △109 △115 △134 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  1 0 △0 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額（△減少額） 

  △1,023 △437 △926 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  3,459 2,587 3,459 

Ⅶ 連結追加に伴う現金及
び現金同等物の増加額 

  53 － 53 

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※１ 2,490 2,150 2,587 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数    2社 (1) 連結子会社の数  2社 (1) 連結子会社の数  2社 

  連結子会社の名称 連結子会社の名称 連結子会社の名称 

  ワイ・イー・データ・ 

カンパニー 

㈱ワイ・ディー・カスト

マサービス 

  

上記のうち、㈱ワイ・デ

ィー・カストマサービス

については、重要性が増

したため、当中間連結会

計期間より連結の範囲に

含めております。 

ワイ・イー・データ・ 

カンパニー 

㈱ワイ・ディー・カストマ

サービス 

ワイ・イー・データ・ 

カンパニー 

㈱ワイ・ディー・カストマ

サービス 

  

上記のうち、㈱ワイ・ディ

ー・カストマサービスにつ

いては、重要性が増したた

め、当連結会計年度より連

結の範囲に含めておりま

す。 

  (2) 非連結子会社の名称等 (2) 非連結子会社の名称等 (2) 非連結子会社の名称等 

  該当事項はありません。 唯一奉思工程服務股份有限

公司 

   唯一奉思工程服務股份有限 

公司 

    （連結の範囲から除いた理由） （連結の範囲から除いた理由） 

    同社は小規模であり、総資

産、売上高、中間純損益及

び利益剰余金等は、いずれ

も中間連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないた

めであります。 

同社は平成18年３月１日に

設立し、当連結会計年度末

において営業を開始してお

らず、また、同社は小規模

であり、総資産は連結財務

諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法を適用した関連会社

はありません。 

(1) 持分法を適用した非連結子会

社及び関連会社はありませ

ん。 

(1)     同左 

  (2) 持分法を適用しない関連会

社の名称等 

(2) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社の名称等 

(2) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社の名称等 

  ㈱ワイエル・フィールドサ

ービスは、中間連結純損益

及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から

除外しております。 

同社に対する投資について

は、持分法を適用せず、原

価法により評価しておりま

す。 

非連結子会社唯一奉思工程服

務股份有限公司及び関連会社

㈱ワイエル・フィールドサー

ビスは、中間純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しておりま

す。 

これらの会社に対する投資に

ついては、持分法を適用せ

ず、原価法により評価してお

ります。 

唯一奉思工程服務股份有限公

司及び㈱ワイエル・フィール

ドサービスは、連結当期純損

益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため、

持分法の適用範囲から除外し

ております。 

これらの会社に対する投資に

ついては、持分法を適用せ

ず、原価法により評価してお

ります。 



  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

連結子会社ワイ・イー・データ・

カンパニーの中間決算日は、 

８月31日であります。 

中間連結財務諸表の作成にあたっ

ては、同日現在の中間財務諸表を

採用しておりますが、中間連結決

算日との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行

っております。 

同左 連結子会社ワイ・イー・デー

タ・カンパニーの決算日は、 

２月末日であります。 

連結財務諸表の作成にあたって

は、同日現在の財務諸表を採用し

ておりますが、連結決算日との間

に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っておりま 

す。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  イ 有価証券 イ 有価証券 イ 有価証券 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの…中間連結

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し売却原価は移動平均

法により算定） 

時価のあるもの…中間連結

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のあるもの…決算期末

日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し

売却原価は移動平均法に

より算定） 

  時価のないもの…移動平均

法による原価法 

時価のないもの… 

同左 

時価のないもの… 

同左 

  ロ デリバティブ ロ デリバティブ ロ デリバティブ 

  時価法 同左 同左 

  ハ たな卸資産 ハ たな卸資産 ハ たな卸資産 

  製品・原材料…先入先出法

による原価法 

同左 同左 

  仕掛品…個別法による原価

法 

    

  (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  イ 有形固定資産 イ 有形固定資産 イ 有形固定資産 

  建物（建物附属設備を除

く）は定額法、建物以外は

定率法 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

同左 同左 

  建物……………８～24年     

  ロ 無形固定資産 ロ 無形固定資産 ロ 無形固定資産 

  定額法。なお、自社利用の

ソフトウェアについては、

社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法 

同左 同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

  (3) 重要な引当金の計上基準 (3) 重要な引当金の計上基準 (3) 重要な引当金の計上基準 

  イ 貸倒引当金 イ 貸倒引当金 イ 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

また、在外連結子会社は特

定の債権について回収不能

見込額を計上しておりま

す。 

同左 同左 

  ロ 退職給付引当金 ロ 退職給付引当金 ロ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

なお、会計基準変更時差異

については、５年による按

分額を費用処理しておりま

す。 

退職金規定改定による過去

勤務債務は、発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期

間（16年）による定額法に

より按分した額を費用処理

することとしております。 

数理計算上の差異は、その

発生時における従業員の平

均残存勤務期間（16年）に

よる定額法により翌連結会

計年度から費用処理するこ

ととしております。 

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度

末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計

期間末において発生して

いると認められる額を計

上しております。 

なお、退職金規定改定に

よる過去勤務債務は、発

生時における従業員の平

均残存勤務期間（16年）

による定額法により按分

した額を費用処理するこ

ととしております。 

数理計算上の差異は、そ

の発生時における従業員

の平均残存勤務期間（16

年）による定額法により

翌連結会計年度から費用

処理することとしており

ます。 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計

上しております。 

なお、会計基準変更時差異

については、５年による按

分額を費用処理しておりま

す。 

退職金規定改定による過去

勤務債務は、発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期

間（16年）による定額法に

より按分した額を費用処理

することとしております。 

数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期

間（16年）による定額法に

より翌連結会計年度から費

用処理することとしており

ます。 

  ハ 役員退職慰労引当金 ハ 役員退職慰労引当金 ハ 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく

退職慰労金中間期末要支給

額の100％を計上しており

ます。 

同左 役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく

退職慰労金期末要支給額の

100％を計上しておりま

す。 



  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

  ────── ニ 役員賞与引当金 ────── 

    役員に対して支給する賞与

の支出に備えるため、支給

見込額の当中間連結会計期

間負担額を計上しておりま

す。 

(会計方針の変更) 

当中間連結会計期間から

「役員賞与に関する会計

基準」（企業会計基準委

員会 平成17年11月29日

企業会計基準第４号）を

適用しております。 

この結果、従来の方法に

比べて、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中

間純利益が、5百万円減

少しております。 

  

  (4) 重要な外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算の基

準 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

  外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。ただし、為替予約

の振当処理の対象になって

いる外貨建金銭債権債務に

ついては、当該為替予約相

場により円貨に換算してお

ります。なお、在外子会社

等の資産及び負債は、中間

決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は

資本の部における為替換算

調整勘定に含めて計上して

おります。 

外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

ただし、為替予約の振当処理

の対象になっている外貨建金

銭債権債務については、当該

為替予約相場により円貨に換

算しております。なお、在外

子会社等の資産及び負債は、

中間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円

貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整

勘定に含めて計上しておりま

す。 

外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

ただし、為替予約の振当処理

の対象になっている外貨建金

銭債権債務については、当該

為替予約相場により円貨に換

算しております。なお、在外

子会社等の資産及び負債は、

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益及び費用

は期中平均相場により円貨に

換算し、換算差額は資本の部

における為替換算調整勘定に

含めて計上しております。 

  (5) 重要なリース取引の処理方

法 

(5) 重要なリース取引の処理方法 (5) 重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 



  

  

  次へ 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

  (6) 重要なヘッジ会計の方法 (6) 重要なヘッジ会計の方法 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  イ ヘッジ会計の方法 イ ヘッジ会計の方法 イ ヘッジ会計の方法 

  為替変動リスクのヘッジに

ついて振当処理の要件を充

たしている場合には振当処

理によっております。 

同左 同左 

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

  当中間連結会計期間にヘッ

ジ会計を適用したヘッジ対

象とヘッジ手段は以下のと

おりであります。 

同左 当連結会計年度にヘッジ会

計を適用したヘッジ対象と

ヘッジ手段は以下のとおり

であります。 

  ヘッジ手段---為替予約   ヘッジ手段---為替予約 

  ヘッジ対象---外貨建金

銭債権債務 

  ヘッジ対象---外貨建金

銭債権債務 

  ハ ヘッジ方針 ハ ヘッジ方針 ハ ヘッジ方針 

  主に当社内規に基づき、為

替変動リスクをヘッジして

おります。 

同左 同左 

  ニ ヘッジ有効性評価の方法 ニ ヘッジ有効性評価の方法 ニ ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ対象の為替変動又は

キャッシュ・フロー変動の

累計とヘッジ手段の為替相

場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動の累計を比較し、

その変動額の比率によって

有効性を評価しておりま

す。 

同左 同左 

  (7) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(7) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(7) その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 消費税等の会計処理  消費税等の会計処理 

  税抜方式によっておりま

す。 

同左 同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

────── (貸借対照表の純資産の部の表示に関する 

会計基準) 

  当中間連結会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17年

12月９日 企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企

業会計基準適用指針第８号）を適用し

ております。 

従来の「資本の部」の合計に相当する

金額は、7,253百万円であります。 

なお、中間連結財務諸表規則の改正に

より、当中間連結会計期間における中

間連結貸借対照表の純資産の部につい

ては、改正後の中間連結財務諸表規則

により作成しております。 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間連結会計期間から、固定資産の

減損に係る会計基準(「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日）)及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日)を適用

しております。これによる損益に与え

る影響はありません。 

────── 



表示方法の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

  

前中間連結会計期間
（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

（中間連結損益計算書） ────── 

１．「販売権実施料収入」は、前中間連結会計期間において営業外

収益の「その他」に含めて表示しておりましたが、金額的重要性

が増したため区分掲記しました。 

 なお、前中間連結会計期間の「販売権実施料収入」の金額は０

百万円であります。 

２．「支払利息」は、前中間連結会計期間において営業外費用の

「その他」に含めて表示しておりましたが、金額的重要性が増し

たため区分掲記しました。 

 なお、前中間連結会計期間の「支払利息」の金額は０百万円で

あります。 

３．前中間連結会計期間において区分掲記していた「貸倒引当金戻

入額」は、金額的重要性がなくなったため特別利益の「その他」

に含めて表示することとしました。 

 なお、当中間連結会計期間の「貸倒引当金戻入額」の金額は０

百万円であります。 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）   

１．財務活動によるキャッシュ・フローの「自己株式の取得による

支出」は、前中間連結会計期間において「その他」に含めて表示

しておりましたが、金額的重要性が増したため区分掲記しまし

た。 

 なお、前中間連結会計期間の「自己株式の取得による支出」の

金額は△１百万円であります。 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

15年法律第９号）が平成15年３月31日に公布

され、平成16年４月１日以後に開始する事業

年度より外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間連結会計期間から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益計算書上

の表示についての実務上の取扱い」（平成16

年２月13日 企業会計基準委員会 実務対応

報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び一般管理

費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が９百万円

増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整

前中間純利益が９百万円減少しております。 

────── ────── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  

（中間連結損益計算書関係） 

  

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年３月21日 至 平成18年９月20日） 

1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) 普通株式の自己株式の株式数の増加2千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

2.配当に関する事項 

配当金支払額 

  

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月20日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月20日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月20日） 

※１．預け金は金融機関以外に対する資金の

寄託であります。 

※１．      同左 ※１．      同左 

※２．有形固定資産の減価償却累計額 ※２．有形固定資産の減価償却累計額 ※２．有形固定資産の減価償却累計額 

2,723百万円 2,804百万円 2,763百万円 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要なも

のは次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な

ものは次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要なも

のは次のとおりであります。 
  

  

退職給付引当金繰入額 28百万円

役員退職慰労引当金繰入額 8百万円

役員・従業員給与手当 202百万円

運賃諸掛 135百万円

技術提携費 95百万円

  
退職給付引当金繰入額 21百万円

役員退職慰労引当金繰入額 8百万円

役員・従業員給与手当 152百万円

運賃諸掛 172百万円

技術提携費 101百万円

減価償却費 5百万円

退職給付引当金繰入額 52百万円

役員退職慰労引当金繰入額 12百万円

役員・従業員給与手当 427百万円

運賃諸掛 307百万円

技術提携費 199百万円

  
前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（千株） 
当中間連結会計期間

減少株式数（千株） 
当中間連結会計期間末

株式数（千株） 

発行済株式     

普通株式 19,730 ― ― 19,730 

自己株式     

普通株式 (注) 629 2 ― 632 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(百万円) 
１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年6月14日 
定時株主総会 

普通株式 114 6 平成18年3月20日
平成18年6月14日 
(定時株主総会後) 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目と金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目と金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目と金

額との関係 

（平成17年９月20日現在） （平成18年９月20日現在） （平成18年３月20日現在） 
  
  （百万円）

現金及び預金勘定 990

預け金勘定 1,500

計 2,490

現金及び現金同等物 2,490

  
  （百万円）

現金及び預金勘定 950

預け金勘定 1,200

計 2,150

現金及び現金同等物 2,150

  （百万円）

現金及び預金勘定 1,087

預け金勘定 1,500

計 2,587

現金及び現金同等物 2,587



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（当中間連結会計期間） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

前中間連結会計期間末（平成17年９月20日） 

取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1) 株式 84 92 7 

(2) その他 38 46 8 

合計 123 139 15 

  
前中間連結会計期間末（平成17年９月20日） 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1) その他有価証券 

非上場株式 29 

  

当中間連結会計期間末（平成18年９月20日） 

取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1) 株式 84 107 23 

(2) 債券 500 415 △84 

(3) その他 38 54 15 

合計 623 577 △45 

  
当中間連結会計期間末（平成18年９月20日） 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1) その他有価証券 

非上場株式 61 



（前連結会計年度） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間（自平成17年３月21日 至平成17年９月20日）） 

 ヘッジ会計を適用しているものについては開示の対象から除いているので、該当事項はありません。 

  

（当中間連結会計期間（自平成18年３月21日 至平成18年９月20日）） 

 ヘッジ会計を適用しているものについては開示の対象から除いているので、該当事項はありません。 

  

（前連結会計年度（自平成17年３月21日 至平成18年３月20日）） 

 ヘッジ会計を適用しているものについては開示の対象から除いているので、該当事項はありません。 

  

  

  

前連結会計年度末（平成18年３月20日） 

取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

(1) 株式 84 99 15 

(2) 債券 500 428 △71 

(3) その他 38 59 21 

合計 623 588 △34 

  
前連結会計年度末（平成18年３月20日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1) その他有価証券 

非上場株式 61 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 当社の事業区分は、情報関連製品・サービス事業の単一セグメントであるため、前中間連結会計期間（自平成17年３月21

日 至平成17年９月20日）、当中間連結会計期間（自平成18年３月21日 至平成18年９月20日）及び前連結会計年度（自平

成17年３月21日 至平成18年３月20日）とも事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成17年３月21日 至平成17年９月20日）、当中間連結会計期間（自平成18年３月21日 至平成

18年９月20日）及び前連結会計年度（自平成17年３月21日 至平成18年３月20日）において、全セグメントの売上高の合計

に占める本邦の割合が、90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成17年３月21日 至平成17年９月20日） 

 （注）１．国又は地域は地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア・・・・・・台湾、中国、韓国、シンガポール 

北米・・・・・・・米国 

欧州・・・・・・・フランス、ベルギー、ドイツ、イタリア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当中間連結会計期間（自平成18年３月21日 至平成18年９月20日） 

 （注）１．国又は地域は地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア・・・・・・台湾、中国、韓国、シンガポール 

北米・・・・・・・米国 

欧州・・・・・・・フランス、ベルギー、ドイツ、イタリア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  アジア 北米 欧州 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 910 122 127 1,160 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 4,100 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合（％） 

22.2 3.0 3.1 28.3 

  アジア 北米 欧州 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 1,217 137 109 1,464 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 5,427 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合（％） 

22.4 2.6 2.0 27.0 



前連結会計年度（自平成17年３月21日 至平成18年３月20日） 

 （注）１．国又は地域は地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア・・・・・・台湾、中国、韓国、シンガポール 

北米・・・・・・・米国 

欧州・・・・・・・フランス、ベルギー、ドイツ、イタリア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  アジア 北米 欧州 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 2,365 265 252 2,883 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 9,905 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合（％） 

23.9 2.7 2.5 29.1 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

  
１株当たり純資産額 368円66銭

１株当たり中間純利益
金額 

68銭

 
１株当たり純資産額 379円80銭

１株当たり中間純利益
金額 

5円42銭

１株当たり純資産額 380円70銭

１株当たり当期純利益
金額 

14円08銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日)

前連結会計年度 
(自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日)

中間（当期）純利益（百万円） 13 103 280 

普通株主に帰属しない金額 
（百万円） 

－ － 10 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (10) 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（百万円） 

13 103 270 

期中平均株式数（株） 19,203,167 19,099,952 19,183,809 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月20日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月20日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

資産の部       

Ⅰ．流動資産       

現金及び預金   917  824 998  

預け金 ※１ 1,500  1,200 1,500  

受取手形   474  506 394  

売掛金   4,416  4,522 4,729  

たな卸資産   850  980 1,043  

繰延税金資産   82  98 125  

その他   88  143 59  

貸倒引当金   △0  △0 △0  

流動資産合計    8,329 81.0 8,275 76.7  8,850 77.9

Ⅱ．固定資産       

建物 ※２ 311  334 343  

土地   130  130 130  

その他 ※２ 243  275 258  

有形固定資産計   684  739 732  

無形固定資産   27  29 25  

投資有価証券   162  600 612  

関係会社株式   177  209 209  

繰延税金資産   502  554 540  

その他   403  374 387  

投資その他の資産
計 

  1,245  1,739 1,749  

固定資産合計    1,958 19.0 2,509 23.3  2,507 22.1

資産合計    10,287 100.0 10,784 100.0  11,358 100.0

        



  

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月20日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月20日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

負債の部       

Ⅰ．流動負債       

支払手形   391  576 809  

買掛金   956  988 1,117  

未払法人税等   28  67 238  

未払費用   452  490 495  

その他 ※３ 40  67 64  

流動負債合計    1,868 18.2 2,191 20.3  2,725 24.0

Ⅱ．固定負債       

退職給付引当金   1,270  1,278 1,278  

役員退職慰労引当
金 

  37  50 41  

固定負債合計    1,307 12.7 1,328 12.3  1,320 11.6

負債合計    3,176 30.9 3,520 32.6  4,045 35.6

        

資本の部       

Ⅰ．資本金    5,008 48.7 － －  5,008 44.1

Ⅱ．資本剰余金       

資本準備金   522  － 522  

その他資本剰余金   0  － 0  

資本剰余金合計    522 5.0 － －  522 4.6

Ⅲ．利益剰余金       

利益準備金   56  － 56  

任意積立金   1,400  － 1,400  

中間（当期）未処
分利益 

  250  － 506  

利益剰余金合計    1,706 16.6 － －  1,962 17.3

Ⅳ．その他有価証券評価
差額金 

   9 0.1 － －  △20 △0.2

Ⅴ．自己株式    △135 △1.3 － －  △160 △1.4

資本合計    7,111 69.1 － －  7,312 64.4

負債・資本合計    10,287 100.0 － －  11,358 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月20日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月20日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１ 資本金    － － 5,008 46.4  － －

２ 資本剰余金       

(1）資本準備金   －  522 －  

(2）その他資本剰余
金 

  －  0 －  

資本剰余金合計    － － 522 4.8  － －

３ 利益剰余金       

(1）利益準備金   －  68 －  

(2）その他利益剰余
金 

      

別途積立金   －  1,400 －  

繰越利益剰余金   －  453 －  

利益剰余金合計    － － 1,922 17.8  － －

４ 自己株式    － － △161 △1.4  － －

株主資本合計    － － 7,292 67.6  － －

Ⅱ 評価・換算差額等       

１ その他有価証券評
価差額金 

   － － △27 △0.2  － －

評価・換算差額等合
計 

   － － △27 △0.2  － －

純資産合計    － － 7,264 67.4  － －

負債純資産合計    － － 10,784 100.0  － －

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

当中間会計期間
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ．売上高    3,967 100.0 5,297 100.0  9,621 100.0

Ⅱ．売上原価    3,328 83.9 4,443 83.9  7,795 81.0

売上総利益    638 16.1 854 16.1  1,825 19.0

Ⅲ．販売費及び一般管理
費 

   612 15.4 683 12.9  1,323 13.8

営業利益    26 0.7 170 3.2  502 5.2

Ⅳ．営業外収益       

受取利息及び配当
金 

  2  4 3  

有価証券利息   －  11 5  

受取保険金   －  11 －  

補償金収入   －  3 －  

販売権実施料収入   3  3 8  

雑収益   1  5 8  

営業外収益合計    7 0.1 38 0.7  25 0.3

Ⅴ．営業外費用       

雑損失   0  3 0  

営業外費用合計    0 0.0 3 0.0  0 0.0

経常利益    33 0.8 206 3.9  527 5.5

Ⅵ．特別利益       

補償金収入   25  － 25  

その他特別利益   0  － 0  

特別利益合計    25 0.6 － －  25 0.2

Ⅶ．特別損失       

退職給付会計基準
変更時差異 

  26  － 52  

たな卸資産廃棄損   －  19 23  

支店閉鎖費用   －  － 10  

その他特別損失   0  1 0  

特別損失合計    26 0.6 20 0.4  85 0.9

税引前中間 
（当期）純利益 

   31 0.8 185 3.5  467 4.8

法人税、住民税及
び事業税 

  16  60 250  

過年度法人税、 
住民税及び事業税 

  －  23 7  

法人税等調整額   △2 14 0.4 17 100 1.9 △62 194 2.0

中間（当期）純利
益 

   17 0.4 84 1.6  273 2.8

前期繰越利益    233 －  233 

中間（当期）未処
分利益 

   250 －  506 



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年3月21日 至平成18年9月20日） 

  

(注) 平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
  
  

  次へ 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 資本準

備金 

その他
資本剰
余金 

資本剰
余金合
計 

利益準
備金 

その他利益剰余金
利益剰
余金合
計 

別途積
立金 

繰越利
益剰余
金 

平成18年3月20日 残高 
（百万円） 

5,008 522 0 522 56 1,400 506 1,962 △160 7,333

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当(注) - - - - - - △114 △114 - △114

役員賞与の支給(注) - - - - - - △10 △10 - △10

中間純利益 - - - - - - 84 84 - 84

自己株式の取得 - - - - - - - - △1 △1

利益準備金の積立(注) - - - - 12 - △12 - - -

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

- - - - - - - - - -

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

- - - - 12 - △52 △40 △1 △40

平成18年9月20日 残高 
（百万円） 

5,008 522 0 522 68 1,400 453 1,922 △161 7,292

  

評価・換算差額等 

純資産合計
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年3月20日 残高 
（百万円） 

△20 △20 7,312

中間会計期間中の変動額  

剰余金の配当(注) - - △114

役員賞与の支給(注) - - △10

中間純利益 - - 84

自己株式の取得 - - △1

利益準備金の積立(注) - - -

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

△6 △6 △6

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△6 △6 △47

平成18年9月20日 残高 
（百万円） 

△27 △27 7,264



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

当中間会計期間
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1) 有価証券 (1) 有価証券 (1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの…中間決算

日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定） 

時価のあるもの…中間決算

日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定） 

時価のあるもの…決算日の

市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定） 

  時価のないもの…移動平均

法による原価法 

時価のないもの… 

同左 

時価のないもの… 

同左 

  (2) デリバティブ (2) デリバティブ (2) デリバティブ 

  時価法 同左 同左 

  (3) たな卸資産 (3) たな卸資産 (3) たな卸資産 

  製品・原材料…先入先出法に

よる原価法 

同左 同左 

  仕掛品…個別法による原価法     

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く）

は定額法、建物以外は定率法 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物……………８～24年 

同左 同左 

  (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 

  定額法。なお、自社利用のソ

フトウェアについては、社内

における利用可能期間（５

年）に基づく定額法 

同左 同左 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

同左 同左 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

当中間会計期間
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

  (2) 退職給付引当金 (2) 退職給付引当金 (2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

なお、会計基準変更時差異に

ついては、５年による按分額

を費用処理しております。 

退職金規定改定による過去勤

務債務は、発生時における従

業員の平均残存勤務期間（16

年）による定額法により按分

した額を費用処理することと

しております。 

数理計算上の差異は、その発

生時における従業員の平均残

存勤務期間（16年）による定

額法により翌事業年度から費

用処理することとしておりま

す。 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

なお、退職金規定改定による

過去勤務債務は、発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期

間（16年）による定額法によ

り按分した額を費用処理する

こととしております。 

数理計算上の差異は、その発

生時における従業員の平均残

存勤務期間（16年）による定

額法により翌事業年度から費

用処理することとしておりま

す。 

従業員の退職給付に備えるた

め、期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

なお、会計基準変更時差異に

ついては、５年による按分額

を費用処理しております。 

退職金規定改定による過去勤

務債務は、発生時における従

業員の平均残存勤務期間（16

年）による定額法により按分

した額を費用処理することと

しております。 

数理計算上の差異は、その発

生時における従業員の平均残

存勤務期間（16年）による定

額法により翌期から費用処理

することとしております。 

  (3) 役員退職慰労引当金 (3) 役員退職慰労引当金 (3) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく退職

慰労金中間期末要支給額の

100％を計上しております。 

同左 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく退職

慰労金期末要支給額の100％

を計上しております。 

  ────── (4) 役員賞与引当金 ────── 

    役員に対して支給する賞与の

支出に備えるため、支給見込

額の当中間会計期間負担額を

計上しております。 

(会計方針の変更) 

当中間会計期間から「役員

賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平

成17年11月29日 企業会計

基準第４号）を適用してお

ります。 

この結果、従来の方法に比

べて、営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益が、

5百万円減少しておりま

す。 

  



  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

当中間会計期間
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。ただし、為替予約

の振当処理の対象になっている外

貨建金銭債権債務については、当

該為替予約相場により円貨に換算

しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、期末日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。ただし、為替予約の

振当処理の対象になっている外貨

建金銭債権債務については、当該

為替予約相場により円貨に換算し

ております。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  為替変動リスクのヘッジにつ

いて振当処理の要件を充たし

ている場合には振当処理によ

っております。 

同左 同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  当中間会計期間にヘッジ会計

を適用したヘッジ対象とヘッ

ジ手段は以下のとおりであり

ます。 

同左 当事業年度にヘッジ会計を適

用したヘッジ対象とヘッジ手

段は以下のとおりでありま

す。 

  ヘッジ手段---為替予約   ヘッジ手段---為替予約 

  ヘッジ対象---外貨建金銭債

権債務 

  ヘッジ対象---外貨建金銭債

権債務 

  (3) ヘッジ方針 (3) ヘッジ方針 (3) ヘッジ方針 

  主に当社内規に基づき、為替

変動リスクをヘッジしており

ます。 

同左 同左 

  (4) ヘッジ有効性評価の方法 (4) ヘッジ有効性評価の方法 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ対象の為替変動又はキ

ャッシュ・フロー変動の累計

とヘッジ手段の為替相場変動

又はキャッシュ・フロー変動

の累計を比較し、その変動額

の比率によって有効性を評価

しております。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式

によっております。 

同左 同左 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

当中間会計期間
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

────── (貸借対照表の純資産の部の表示に関する 

会計基準) 

  当中間会計期間から「貸借対照表の 

純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会

計基準適用指針第８号）を適用してお

ります。 

  従来の「資本の部」の合計に相当する

金額は、7,264百万円であります。 

  なお、中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸借

対照表の純資産の部については、改正

後の中間財務諸表等規則により作成し

ております。 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間から、固定資産の減損

に係る会計基準(「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９

日）)及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日)を

適用しております。これによる損益に

与える影響はありません。   

────── 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

当中間会計期間
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日に

公布され、平成16年４月１日以後に開始す

る事業年度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号）に従い法人事

業税の付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に計上しておりま

す。 

この結果、販売費及び一般管理費が９百万

円増加し、営業利益、経常利益及び税引前

中間純利益が９百万円減少しております。 

────── ────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

（中間損益計算書関係） 

  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年３月21日 至 平成18年９月20日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注)普通株式の自己株式の株式数の増加2千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 
  
  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

当中間会計期間
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

※１．預け金  預け金は、金融機関以外に対す

る資金の寄託であります。 

同左 同左 

※２．有形固定資産の減価償

却累計額 

（百万円） （百万円） （百万円） 

2,712 2,792 2,752 

※３．消費税等の表示方法  仮払消費税等と仮受消費税等

は、相殺のうえ流動負債のその他

に含めております。 

同左 ――――――― 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

当中間会計期間
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

  （百万円） （百万円） （百万円） 

１．減価償却実施額 41 48 87 

有形固定資産 35 43 75 

無形固定資産 6 5 12 

  
前事業年度末株式 
数（千株） 

当中間会計期間増 
加株式数（千株） 

当中間会計期間減 
少株式数（千株） 

当中間会計期間末 
株式数（千株） 

普通株式(注) 629 2 ― 632 

合計 629 2 ― 632 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあ

りません。 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

当中間会計期間
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

  
１株当たり純資産額 370円98銭

１株当たり中間純利益
金額 

91銭

 
１株当たり純資産額 380円39銭

１株当たり中間純利益
金額 

4円44銭

１株当たり純資産額 382円30銭

１株当たり当期純利益
金額 

13円71銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間

(自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日)

前事業年度 
(自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日)

中間（当期）純利益（百万円） 17 84 273 

普通株主に帰属しない金額 
（百万円） 

－ － 10 

（うち利益処分による役員賞与
金） 

(－) (－) (10) 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（百万円） 

17 84 263 

期中平均株式数（株） 19,203,167 19,099,952 19,183,809 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、つぎの書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度（第33期）（自 平成17年３月21日 至 平成18年３月20日）平成18年６月15日関東財務局長に提出 

  

(2)自己株券買付状況報告書 

  報告期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年３月31日）平成18年４月３日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年４月30日）平成18年５月12日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年５月31日）平成18年６月５日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年６月30日）平成18年７月14日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成１７年１２月１日

株式会社 ワイ・イー・データ   

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 髙尾 幸治  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 喜多村 教證 印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ワイ・イー・データの平成１７年３月２１日から平成１８年３月２０日までの連結会計年度の中間連結会計

期間（平成１７年３月２１日から平成１７年９月２０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対

照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ワイ・イー・データ及び連結子会社の平成１７年９月２０日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間（平成１７年３月２１日から平成１７年９月２０日まで）の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成１８年１１月３０日

株式会社 ワイ・イー・データ   

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 佐藤 元治 印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 原口 清治 印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ワイ・イー・データの平成１８年３月２１日から平成１９年３月２０日までの連結会計年度の中間連結会計

期間（平成１８年３月２１日から平成１８年９月２０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対

照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ワイ・イー・データ及び連結子会社の平成１８年９月２０日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間（平成１８年３月２１日から平成１８年９月２０日まで）の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する

形で別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成１７年１２月１日

株式会社 ワイ・イー・データ   

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 髙尾 幸治  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 喜多村 教證 印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ワイ・イー・データの平成１７年３月２１日から平成１８年３月２０日までの第３３期事業年度の中間会計

期間（平成１７年３月２１日から平成１７年９月２０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び

中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社ワイ・イー・データの平成１７年９月２０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間（平成１７年３月２１日から平成１７年９月２０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成１８年１１月３０日

株式会社 ワイ・イー・データ   

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 佐藤 元治 印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 原口 清治 印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ワイ・イー・データの平成１８年３月２１日から平成１９年３月２０日までの第３４期事業年度の中間会計

期間（平成１８年３月２１日から平成１８年９月２０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社ワイ・イー・データの平成１８年９月２０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間（平成１８年３月２１日から平成１８年９月２０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

  

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 
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